
中小企業経営強化税制のご案内

税制措置概要

購入形態毎の効果

適用期間 税制内容
資本金1億以下

3千万円超
資本金3千万円以下

～2027年3月31日
まで延長

税額控除 取得価格 × 7％控除 取得価格 × 10％控除

即時償却 即時償却 即時償却

ファイバーレーザー溶接機の購入時にご活用いただけます。

＜世界中でFANATECファイバーレーザー溶接機が選ばれる理由＞

◆最高ブランドの部品・ユニットのみで構成

◆最高の溶接精度

◆優れた安定性と耐久性 

◆信頼の長期保証

心臓部となるレーザー光源はオリジナルのレーザー発振器
を搭載。シュナイダー、ABB、ワイドミューラー、オムロンなど
一流ブランドの機器を採用。

業界で初めてレーザビームを移動させて発振させる独自の
「スイングビームトーチ」を採用。 軽量でシンプルかつ直感的
な操作性、優れた溶接品質を実現し、更には後工程不要にな
ることから工期の短縮も可能です。

レーザー溶接を採用すると安定した溶接プロセスとなり、高
い溶接品質、最高レベルの溶接精度、最も高い耐久性が得ら
れます。 特に、ステンレス鋼、アルミニウム、炭素鋼、亜鉛メッ
キ鋼、銅などの薄板や、高反射材を含む多くの材料において、
従来の溶接方法に取って代わることができます。

FANATECレーザー溶接機は高品質で高い信頼性を誇り、
装置全体に2年の保証が付きます。

詳しくはこちら

詳細情報やでも動画な
どがご覧いただけます。

＜中小企業強化税制とは＞

➢ 本税制適用は、経営力向上計画の認定と、税制対象商品・要件を満たす必要があります。 
➢ 経営力向上計画の申請は各事業者が行います。詳しくは中小企業庁のホームページをご確認下さい。

➢ 本税制適用は、法人税の20％までが対象です。翌年度に繰越も可能です。
➢ 税務上の取得金額及びリース会計処理等の詳細につきましては会計士・税理士にご確認下さい。

項目 購入 リース 割賦

税額控除 購入価格の7％又は10％ 取得価格の7％又は10% 割賦金総額の7％又は10％

即時償却 購入価格の100% 適用出来ません 割賦金総額の100%

支払方法 現金一括にて支払い 月々お支払い 月々お支払い

動産保険 お客様にて付保 リース会社にて付保 リース会社にて付保

中小企業者等が、認定を受けた経営力向上計画に基づき設備を新規取得する場合、即時償却または法人税（所得税）

の税額控除のいずれかを適用することができる制度です。リース・割賦の併用も可能です。

FANNATECファイバーレーザー溶接機なら中小企業強化税制の対象です



リース総額 ： 月々98,500円 × ８４回 ＝ 8,274,000円 

税額控除額 ： リース総額8,274,000円※ × 10% ＝ 827,400円の税額控除

リース契約+税額控除

割賦契約+即時償却

【ポイント】税額控除に加えて、月額リース料が損金算入できます。動産保険も付保！

【ポイント】税制優遇を受けながら、キャッシュフロー改善。動産保険も付保！
※割賦契約＋税額控除なら806,400円の税額控除

割賦金総額 ： 月々96,000円 × ８４回 ＝ 8,064,000円 

償却額 ： 割賦金総額8,064,000円 = 即時償却額8,064,000円

【条件】

※取得価格は賃借人の会計処理により違います。 賃貸借処理をしている場合 ： リース料総額が取得価格
売買処理をしている場合   ： 資産計上額が取得価格

【リースに関するお問い合わせ】

三井住友ファイナンス＆リース株式会社
近畿リテール営業第一部
住所:大阪市中央区南船場3丁目10番19号
TEL:06-6282-6017 担当:石邨

リース/割賦を併用した場合のシミュレーション

※会社法上の大企業除く。会計処理についてはお客様の税理士等専門家にご相談ください。

台風等の風水害 落雷による過電流等 大雨による洪水
土砂崩れ

火災・爆発等 盗難、いたずら

◼ 修理不能の場合・・・保険会社が認定した保険金額を上限とし、残存債務の弁済を免れます。

◼ 修理可能な場合・・・保険会社が認定した保険金額を上限とし、修理費用を補填します。

対象となる主な事故例

※地震・津波・噴火による損害や、経年劣化などは補償の対象となりません。

※保険認定に関する査定は保険会社が行ないます。

多額の初期資金
が不要

事務負担の軽減 減価償却費
の平準化

動産総合保険
付きで安心

⚫ 融資枠、手元資金
の温存

⚫ 償却、納税事務削減
⚫ 賃貸借処理※

⚫ 初期償却負担の軽減 ⚫ 偶発的な事故をカバー

リースメリット

落下、転倒、
誤操作

⚫ 資本金 ３千万以下 の企業
⚫ 1500Wタイプ、機器購入額６，４８０，０００円（税別）、契約期間７年

※実際の納税額、償却額についてはお客様の税理士等へご確認いただくようお願いします。

動産保険について

【製品に関するお問い合わせ】
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